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研究成果の概要（和文）：東南部アフリカの農村においては、多様な生業が同時並行的に展開さ

れて、究極的な目的である安定的な食糧確保が目指されてきた。1980 年代以降の国家の政治・

経済・行政改革に伴うマクロ・レベルの社会経済変動に対して、生計戦略を変容させながら農

村世帯は巧みに対応してきた。本研究では、主として農村での実態調査に基づき、多様な生計

戦略と食糧確保の方策、ならびにそれらの背景にある規定要因について、実証的に分析した。

成果の内容は、数冊の単行書（和文）、英文論文等として公表している。 

 
研究成果の概要（英文）：Multiple livelihood strategies have been applied by the rural 

households in southeastern African countries in order to achieve the food security as the 

ultimate goal. Coping with the macro politico-economic transformations at national level 

since 1980s, the rural households in our research sites modified their portfolios of 

livelihood. This study project successfully investigated into the reality of the rural 

livelihood, the ways of food security and their constraints with the fieldworks in the rural 

Africa. The results of this project are available in several books (in Japanese) and articles 

(in English). 
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１．研究開始当初の背景 

 アフリカ諸国では食糧自給が危うくなり
つつあると主張され、その原因として都市化
に伴う非農業人口の増加や、低位の農業投入
財の使用による農業生産性の低落が指摘さ
れてきた。しかしながら、アフリカ諸国の農
業統計は信憑性に乏しいことから、それらに
依拠して大陸レベルや国家レベルでの農業

生産の長期的な低落傾向を読み取ることに
は、慎重であるべきである。尐なくとも、上
記のようなマクロ・レベルでの農業・食糧問
題の認識は、アフリカ農村を調査対象地域と
して現地での実証研究を主たる研究調査手
法としてきた研究者にはにわかには納得し
がたい。生態環境の変動幅が大きいことから、
農業にかぎらず単一の生業に専業化するこ
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とを、アフリカの農村世帯はむしろ回避して
きた。複合的な生計活動の展開は短期的には
利潤極大化をもたらないとしても、長期的に
は生計を安定させる合理的な戦略である。も
し農業がますます不利な生業となりつつあ
るのであれば、農村世帯は農業以外の生業の
比重を高めることになろう。すなわち、アフ
リカでの農業生産の低落が事実であったと
しても、農業の担い手たる農村地域・農村世
帯に対する実証的な洞察なくしては、その原
因についての深い理解には到達しえない。 

ところで、アフリカ農村地域ならびに農村
世帯は、マクロな政治経済環境変化にさらさ
れてきた。1980 年代以降に多くのアフリカ
諸国は構造調整政策を採用して経済自由化
に踏みだし、2000 年以降に貧困削減を開発
の中心的な目標に据えている。1990 年代に
は複数政党制が導入・再導入され、政治的な
民主化が推進され、それに呼応するかのよう
に地方分権化政策も推進されるようになっ
た。このような政治経済環境変化は、農村世
帯が行う生計活動に影響を及ぼし、生業活動
の存在形態が変容していると推定される。 

上記のように、変動下にあるアフリカ農村
地域・農村世帯に着目して、アフリカの農
業・食糧問題に対するミクロ・レベルでの動
態分析を行う必要があるという認識が、本研
究を計画するに至った背景にある。 

 

２．研究の目的 

 アフリカ諸国では都市への食糧供給が食
糧問題の中心的課題と認識され、食糧生産の
担 い 手 で あ る 農 村 で の 食 糧 確 保 (food 

security)には十分な関心が払われてこなか
った。農村では農業によって直接的に食糧を
確保されているだけでなく、村落内外での非
農業就業や移動労働によって入手した現金
を用いての食糧購入も頻繁に行われている。
このような生業多様化は従来から見られた
現象であるが、1980 年代以降の国家レベル
での政治経済変動で、生業多様化の様態が大
きく変動している可能性がある。本研究では、
タンザニア、ザンビア、ルワンダ、マラウイ
といった東南部アフリカ諸国の農村を具体
的な事例としてとりあげ、いかに食糧が確保
されているのかについて、農業を含む多様な
生業(livelihood)の展開のみならず、それらを
支える社会経済的、生態的な基盤にまで視野
を広げて、実証的な資料の収集と分析をめざ
した。 

 

３．研究の方法 

(1) アフリカ農村での現地調査の実施 
本研究計画の主たる調査手法は、アフリカ

農村での現地調査である。研究代表者、研究
分担者および研究協力者はすでにアフリカ
農村での社会経済調査に長年従事しており、

既存の調査地をはじめとして現地に関する
背景知識を十分に有していた。 
アフリカ農村での面接聞き取り調査によ

って、農牧業を中心とした農村世帯の生業多
様化の概要を把握するとともに、農村での生
存基盤を支える資源の配置と利用形態につ
いて観察し、また関係者にインタビューを実
施した。 
(2) 統計資料、画像データの活用 
 上記の調査とあわせて、統計資料や GIS デ
ータといったマクロ・データの活用を図った。
信憑性が乏しいと評価されている統計資料
であるが、その利用方法、留意点について考
察し、国レベル、広域レベルでの農業、食糧、
生業に関する概要の把握に努めた。また、衛
星画像や空中写真の入手と利用にも努めた。 
(3) 先行研究に対する批判的検討 
アフリカ農村に関する先行研究に関して

文献渉猟も行った。1970 年代にさかんであっ
たアフリカ農村社会経済研究は、1980 年代に
は低調となり、1990 年代以降の社会開発への
関心の高まりのもとで再び活発となりつつ
ある。1970 年代等の農村社会経済研究の蓄積
を、2000 年代のアフリカ農村研究の問題関心
に即して読み直す努力をおこなった。 
また、近年の「共同性」に関する議論等を

検討すべく、日本やヨーロッパの農村を対象
とした文献を取り上げ、関心のある大学院生
と読書会を行い、研究計画期間中に 10 数冊
の文献を読了した。 
(4) 研究集会の開催 
各年度に研究代表者、研究分担者等が一同

に会する研究集会を催し、当該年の現地調査
の成果を披露するとともに、次年度以降の調
査方針について話し合った。最終年度である
2010 年度には、タンザニア人研究者や大学院
生も交えた研究集会を組織し、最終成果の取
りまとめに資するよう、努めた。 
 
４．研究成果 
(1) 農村階層の存在形態の確認 
 タンザニア、ザンビア、マラウイ、ルワン
ダで選定した調査地での調査活動は支障な
く実施できた。このような現地調査によって、
調査地の農村世帯間で資産の保有状況等に
格差があることが容易に認識された。しかし
ながら、1980 年代以降の経済自由化によって
農村での貧富の格差が拡大したのかどうか
については、即座に結論を出すことは困難で
ある。なぜならば、農村世帯は移動労働等の
当該農村以外での生業活動も生計維持に組
み込んでおり、農村部における農地面積の多
寡、農産物販売額の多寡によって貧富の差を
同定することは妥当ではないためである。農
村貧困層を析出する指標の策定にあたって
は、生業多様化の実態を十分に踏まえる必要
があることを明らかにした。 



(2) 農業投入財支援政策への反応 
生計活動多様化戦略を採用している農村

世帯に、農業投入財を低廉な価格で提供した
場合にどのような反応がみられるかについ
て、マラウイとザンビアの事例で分析された。
両国で 2000 年代央に採用された農業投入財
支援政策によって、農業投入財の使用量が増
大し、主食作物であるトウモロコシの生産量
が増大したことが判明した。アフリカ各国で
は 1980 年代の構造調整政策によって、政府
関係機関が解体されて民間業者に農産物流
通がまかされるようになった。同時期に、農
業投入財に対する政府補助金が撤廃され、外
国為替管理も自由化されたために輸入され
ていた農業投入財の価格が一挙に高騰し、農
民が農業投入財を利用することは著しく困
難となった。構造調整政策のもとでの流通自
由化政策が期待していたように農産物の生
産者価格が増大していたとしても、それは農
業投入財価格の高騰により相殺されること
になり、農民は生産のインセンティブを持た
ず、結果としてトウモロコシ等の国内市場を
対象とした食糧作物の生産量は停滞するに
至っていた。本研究では、ザンビアとマラウ
イで実施された農業投入財支援政策を検討
し、その有効性を明らかにした。ただし、そ
の増産効果は農村世帯に一様に享受される
のではなく、農村階層ごとにきめ細かい分析
が必要なことも明らかにしている。 
(3) 営農活動から撤退する農村地域・世帯 
上記の農産物流通自由化政策は、タンザニ

ア北部のキリマンジャロ・コーヒー地帯にお
いては、国際的なコーヒー価格の下落と相俟
って、コーヒー生産に壊滅的な打撃を与えた。
近年はコーヒーの国際価格が回復しつつあ
るが、コーヒーは多年生作物であるため、そ
れに即応して短期に生産を回復することは
困難である。また、コーヒー生産農家はコー
ヒー生産への復帰を必ずしも望んでおらず、
ブタ飼養に活路を見出そうとする農民組織
の出現が現地調査より明らかになった。この
ような畜産に傾斜する農民組織の存在は、ア
フリカの農村世帯が政治経済等の環境の変
化に主体的に対応する能力を備えているこ
とを指し示している。事例となったタンザニ
ア北部山岳地域には未利用地が残存しない
こと、同地域の農村世帯がかつてのコーヒー
生産によって投資資金を蓄積していたこと
が、営農活動からの撤退を促した要因と推定
される。これらの要因はアフリカ農村に普遍
的に適用できる要因ではなく、アフリカ諸国
の個別の農村に対するきめ細かい分析が必
要なことを、具体的な事例を通じて改めて認
識することとなった。 
世帯レベル・村落レベルより広域に分析対

象を広げると、タンザニア北部地域の一部で
は、山間部のコーヒー経済から平地部の（中

小地方）都市経済に地域経済の牽引車が転換
している事例も見受けられた。そして、その
ような地方都市の周辺部の農村においても、
営農活動から非農業就業へ生業の組み合わ
せを積極的に変更していることが明らかに
なった。 
(4) 資源をめぐる競合と調整 
農村世帯は、完全に自由に生業を選択し組

み合わせられる訳ではない。人口増加による
土地資源の減尐は、制約要因のなかでも最た
るものといえよう。特異な形で土地不足が顕
在化しているのは、ルワンダである。大きな
内戦を経験して、人口の度重なる移動が起こ
り、1 筆の土地に対して複数の権利主張者が
出現するに至っている。このような資源をめ
ぐる対立に対して、村落レベルの調停機能が
発動され、一定の有効性を保持していること
が明らかにされた。しかしながら、この事例
を村落レベルでの共同性・公共性の発現形態
と理解するには留保が必要であり、ルワンダ
政府の強力な行政能力が背景にあることを
想起する必要がある。 
同様の資源をめぐる競合の事例として、ザ

ンビアで蔬菜栽培のための低湿地の水資源
をめぐって争奪戦が発生していることが報
告された。この場合には、村落ないでの調整
が困難であり、また伝統的な首長、村長が正
当な調整機能を有しているかが疑問として
提示された。アフリカ農村社会に見られる共
同性や調整機能については、今後さらなる分
析が必要であろう。 
(5) 画像データの活用 
 資源利用に関する分析では、衛星画像や空
中写真が有力な情報を提供する。異なる時期
に撮影された画像を比較して、タンザニア北
部の農村地域において森林が次第に減尐し、
再び回復しつつあることが明らかにされた。
人口増加に伴う土地細分化のもとでの森林
再生には、地方行政レベルでの森林政策、村
落レベルでの植林条例、そして世帯レベルで
の生業選択が複合的に働いていることが明
らかにされた。いうまでもなく、このような
研究成果は、画像データから得られた基礎情
報を現地での補足調査によって丹念に検証
することによりもたらされた。 
(6) 成果公表のインパクト 
上記のような知見は、学術雑誌の論文や学

会での口頭発表としても、すでに公表されて
いる。本研究計画の特筆すべき成果は、研究
代表者、研究分担者そして研究協力者が、単
行書を単著で執筆していることである。いず
れのメンバーもアフリカ農村研究において
すでに高く評価される研究実績を有してい
るが、単行書によって、網羅的に分析手法な
らびに分析結果を提示することができ、日本
におけるアフリカ農村研究にさらなる有益
な学術的貢献をなしえたと思料する。 



ま た 、 African Study Monograph 誌 の
Supplementary Issue No.42 に、本研究計画
の成果の多くを英文で掲載しており、アフリ
カ諸国をはじめとする諸外国の研究者も研
究成果を利用可能である。同誌においては、
アフリカ農村に対する読者の理解に資する
ため、それぞれの調査地に関する多数の画像
情報等を CD で添付することも試みた。 
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